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座間市公共施設再整備計画の⽬的と位置付け 
第１章 

 第1節 ｜背景と⽬的 
座間市（以下「本市」という。）では、昭和３０年代後半から６０年代前半にかけての人口

急増に合わせて整備を行った公共施設が、一斉に建て替えや大規模改修の時期を迎えます。

一方で、将来的な人口減少に伴う税収の減少や、少子高齢化による社会保障費の増加等によ

る財政状況の変化を見据え、施設の更新費用、維持管理費を低廉に抑えながら、良質な資産

を次世代へ継承していくことが求められています。 

近年、少子高齢化、人口減少と相関して、老朽化した公共施設の維持が課題となることは、

国、地方にかかわらず、全ての公共施設管理者の共通課題として認識され始め、本市では、

独自の取組として「座間市公共施設白書」を平成２５年３月に策定し、公共施設の利活用、

適正な施設配置、施設規模等の調査、研究に着手しました。 

その後、平成２７年３月には「座間市公共施設利活用指針」を定め、公共施設再整備の必

要性と事業の進め方を示し、平成２８年３月には「ざましアセットマネジメント基本方針～

座間市公共施設等総合管理計画」（以下「総合管理計画」という。）を定め、社会基盤施設（道

路、上下水道、公園などのインフラ施設）を含む公共施設の総量に対する対策費用と将来的

な財政の不均衡に対する考え方と対策等を示してきました。 

一方、国においては、度重なる公共施設の老朽化や管理不全を起因とする事故に対して、

公共施設の効率的かつ効果的な維持管理体制の構築を地方公共団体及び公共施設管理者に求

めるため、平成２５年１１月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定しました。そして、平成

２６年４月には、全ての地方公共団体に「公共施設等総合管理計画」の策定を要請し、現在

では、本市を含め、ほぼ全ての地方公共団体が対応を終えています。 

現在は、より詳細な施設維持管理計画として、各施設類型、各個別施設の維持管理方針、

対策時期及び対策費用等を含む「個別施設計画」を、令和２年度までに策定するよう各公共

施設管理者に対し要請されているところです。 

国の「個別施設計画」策定の要請に対し、本市では、施設、組織を横断して取り組む必要が

あると判断し、本市が管理する公用、公共用に利用する建物と構造物のうち、都市基盤系施

設及び公営企業に属する施設を除く施設について一括して計画する「座間市公共施設再整備

計画」（以下「本計画」という。）の策定により対応することとしました。 

本計画の策定に先立ち、課題の整理、市民アンケートを実施し、本計画策定の方針を「座

間市公共施設再整備計画基本方針」（以下「基本方針」という。）として平成２９年３月にま

とめており、この方針に基づき、平成２９年４月から本計画の策定に着手してきました。 
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本計画策定作業では、各施設の管理状況、稼働状況を確認しながら、「座間市公共施設白書」

の策定以来培ってきた公共施設の利活用手法、整備方針に基づくシミュレーションと公共施

設管理者間の協議を重ねて施設整備イメージを築き、「市民意見交換会」、「市民シンポジウム」

においては、市民の皆さんの意見をいただきながら、本市のこれまでの取組と本計画策定の

意義について、認識を深めていただけるよう説明に努めました。 

本計画の策定は、将来にわたり本市の公共施設運営によって市民サービスを維持しながら、

良質な資産を次世代へ継承することを目指し、他計画、施策と一体的に本市の発展に寄与す

ることを目的とします。 
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 第2節 ｜再整備計画の位置付け 
本計画は、総合管理計画及び基本方針に基づく計画として位置付けられます（図 1-1 参照）。

本計画は、総合管理計画を実施、推進していくため、基本方針に定められた方向性の下で施

設分野別に策定するものであり、都市基盤系施設及び公営企業に属する施設を除く施設分野

を対象としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 再整備計画の位置付け 
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再整備計画の対象施設、計画期間
第2章 

 第1節 ｜対象施設の⼀覧表 
本計画は、令和元年１０月時点で市が所有又は管理する公共施設のうち、都市基盤系施設

及び公営企業に属する施設、更新及び維持管理費が大きな財政負担とならない倉庫、車庫、

機械・電気設備等の小規模施設を除く次の施設を対象とします。 

 
区 分 対象施設 

１.市庁舎・防災・消防
施設 

市庁舎、ふれあい会館、分庁舎 

総合防災備蓄倉庫 

消防庁舎、東分署、北分署、消防団第１分団第１部～第３部器具置場兼待機室、 
消防団第２分団第１部待機室、消防団第２分団第２部～第３部器具置場兼待機室、 
消防団第３分団第１部～第５部器具置場兼待機室、 
消防団第４分団第１部～第３部器具置場兼待機室、 
消防団第５分団第１部～第２部器具置場兼待機室、立野台地区女性消防隊施設 

２.生涯学習施設 
座間市公民館、北地区文化センター、東地区文化センター、青少年センター 

市民文化会館、図書館 

３.健康・スポーツ施設 

市民健康センター、市民体育館 

立野台プール、座間公園プール、広野プール、東原プール、ひばりが丘プール、 
相武台プール、栗原プール、相模が丘プール、入谷プール、旭プール、中原プール 

座間市民球場、新田宿グラウンド、相模川グラウンド・相模川多目的広場、 
ひまわり公園テニスコート、ニュースポーツ広場、 
栗原遊水池スポーツ広場・テニスコート、座架依橋壁打ちテニスコート、 
栗原中学校夜間照明、東中学校夜間照明、相模中学校夜間照明 

４.学校教育施設 

座間小学校、栗原小学校、相模野小学校、相武台東小学校、ひばりが丘小学校、 
東原小学校、相模が丘小学校、立野台小学校、入谷小学校、旭小学校、中原小学校 

座間中学校、西中学校、東中学校、栗原中学校、相模中学校、南中学校 

５.福祉施設 

栗原保育園、相模が丘東保育園、ちぐさ保育園、緑ケ丘保育園、東原保育園、 
相武台保育園、ひばりが丘保育園、小松原保育園、相模が丘西保育園 

座間児童館、鳩川児童館、ひばりが丘南児童館、相模野児童館 

相模が丘老人憩いの家、ひばりが丘老人憩いの家、立野台老人憩いの家、 
相武台老人憩いの家、栗原老人憩いの家、座間老人憩いの家、入谷老人憩いの家 

総合福祉センター、生きがいセンター、もくせい園、通園センター 

第１子育て支援センター、第２子育て支援センター、第３子育て支援センター 

６.コミュニティ施設 

立野台コミュニティセンター、新田宿・四ツ谷コミュニティセンター、 
小松原コミュニティセンター、東原コミュニティセンター、 
相模が丘コミュニティセンター、相武台コミュニティセンター、 
ひばりが丘コミュニティセンター、栗原コミュニティセンター 

ひばりが丘集会所 

市民交流プラザ 

７.市営住宅 四ツ谷住宅、上宿住宅、西原住宅、北相武住宅、立野台住宅、東相武住宅、栗原住宅 

８.リサイクルプラザ、
清掃関連施設 

クリーンセンター、リサイクルプラザ、資源リサイクルセンター、 
第２資源リサイクルセンター 

９.その他施設 さがみ野自転車駐車場、放置自転車保管所 

表 2-1 対象施設一覧 
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 第2節 ｜計画期間 
本計画は、令和２年度から１１年度までの１０年間を計画期間とします。 

総合管理計画では平成２８年度から令和１７年度までの２０年間を計画期間としています

が、本計画では直近１０年間について具体的な対策内容及び対策時期等を記載することとし

ます。 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 計画期間 
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公共施設の現況と対策の優先順位の考え⽅ 
第3章 

 第1節 ｜公共施設の現況 

１.本節の⾒⽅ 

➊ 構造 
SRC 鉄骨鉄筋コンクリート造 

RC 鉄筋コンクリート造 

S 鉄骨造 

W 木造 

CB コンクリートブロック造  
❷ 建築年度 

同一施設内で現存する最も建築年数が古い施設の建築年度を記載しています。 

❸ 建築経過年数 

令和２年３月３１日時点の建築経過年数を記載しています（１年未満は切捨て）。 

❹ 耐震性 

ア 基準 
「新耐震基準」は、基準日である昭和５６年６月１日以降に建築確認された建物で、「旧耐

震基準」は、基準日前に建築確認された建物です。 

イ 診断 ※令和元年１０月時点 
○ 「旧耐震基準」で建築された建物のうち、耐震診断を実施した建物 

✕ 「旧耐震基準」で建築された建物のうち、耐震診断が未実施の建物 

－ 
耐震診断の対象としない施設  
例）「新耐震基準」で建築された建物で、耐震診断が不要の建物 
テニスコート等の工作物 等 

 

ウ 補強 ※令和元年１０月時点 
○ 耐震補強が実施済みの建物 

✕ 耐震補強が未実施の建物 

－ 耐震補強が不要の建物 
 

❺ ⼤規模改修 ※令和元年１０月時点 

経年劣化した建物の原状回復を行いながら、機能や性能の向上を図る改修工事のことです。 

○ 大規模改修が実施済みの建物 

✕ 大規模改修が未実施の建物 
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２.公共施設の現況 

➊ 市庁舎・防災・消防施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 市庁舎 SRC 平成 7 24 新耐震基準 - - × 

2 ふれあい会館 RC 平成 6 25 新耐震基準 - - × 

3 分庁舎 S 昭和 54 40 旧耐震基準 × × × 

4 総合防災備蓄倉庫 RC 昭和 45 49 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

5 消防庁舎 RC 平成 29 2 新耐震基準 - - × 

6 東分署 RC 昭和 53 41 旧耐震基準 ○ - ○ 

7 北分署 RC 昭和 58 36 新耐震基準 - - ○ 

8 第１分団第１部器具置場兼待機室 S 昭和 57 37 新耐震基準 - - × 

9 第１分団第２部器具置場兼待機室 S 平成 30 1 新耐震基準 - - × 

10 第１分団第３部器具置場兼待機室 S 昭和 52 42 旧耐震基準 × × × 

11 第２分団第１部待機室 W 昭和 52 42 旧耐震基準 × × × 

12 第２分団第２部器具置場兼待機室 CB 昭和 49 45 旧耐震基準 × × × 

13 第２分団第３部器具置場兼待機室 S 昭和 62 32 新耐震基準 - - × 

14 第３分団第１部器具置場兼待機室 S 平成 2 29 新耐震基準 - - × 

15 第３分団第２部器具置場兼待機室 S 平成 4 27 新耐震基準 - - × 

16 第３分団第３部器具置場兼待機室 S 平成 3 28 新耐震基準 - - × 

17 第３分団第４部器具置場兼待機室 S 平成 5 26 新耐震基準 - - × 

18 第３分団第５部器具置場兼待機室 S 昭和 63 31 新耐震基準 - - × 

19 第４分団第１部器具置場兼待機室 S 昭和 56 38 新耐震基準 - - × 

20 第４分団第２部器具置場兼待機室 S 平成 8 23 新耐震基準 - - × 

21 第４分団第３部器具置場兼待機室 S 昭和 52 42 旧耐震基準 × × × 

22 第５分団第１部器具置場兼待機室 S 平成元 30 新耐震基準 - - × 

23 第５分団第２部器具置場兼待機室 S 昭和 60 34 新耐震基準 - - × 

24 立野台地区女性消防隊施設 S 平成 9 22 新耐震基準 - - × 

 

表 3-1 市庁舎・防災・消防施設 
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表 3-2 生涯学習施設 

❷ ⽣涯学習施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 座間市公民館 S 昭和 57 37 新耐震基準 - - ○ 

2 北地区文化センター RC 昭和 51 43 旧耐震基準 ○ - × 

3 東地区文化センター RC 昭和 55 39 旧耐震基準 ○ - × 

4 青少年センター RC 昭和 49 45 旧耐震基準 ○ - × 

5 青少年センター 多目的ホール S 昭和 49 45 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

6 市民文化会館 SRC 平成 7 24 新耐震基準 - - ○ 

7 図書館 SRC 昭和 58 36 新耐震基準 - - × 

 

❸ 健康・スポーツ施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 市民健康センター RC 平成 8 23 新耐震基準 - - × 

2 市民体育館 SRC 平成 6 25 新耐震基準 - - ○ 

3 立野台プール【建物】 S 昭和 63 31 新耐震基準 - - × 

4 立野台プール【工作物】 - 昭和 39 55 - - - ○ 

5 座間公園プール【建物】 S 昭和 52 42 旧耐震基準 × × × 

6 座間公園プール【工作物】 - 昭和 39 55 - - - ○ 

7 広野プール【建物】 S 昭和 51 43 旧耐震基準 × × × 

8 広野プール【工作物】 - 昭和 42 52 - - - × 

9 東原プール【建物】 S 昭和 55 39 旧耐震基準 × × × 

10 東原プール【工作物】 - 昭和 44 50 - - - × 

11 ひばりが丘プール【建物】 S 昭和 51 43 旧耐震基準 × × × 

12 ひばりが丘プール【工作物】 - 昭和 51 43 - - - × 

13 相武台プール【建物】 S 昭和 51 43 旧耐震基準 × × × 

14 相武台プール【工作物】 - 昭和 51 43 - - - × 

15 栗原プール【建物】 S 昭和 54 40 旧耐震基準 × × × 

16 栗原プール【工作物】 - 昭和 54 40 - - - × 

17 相模が丘プール【建物】 S 昭和 57 37 新耐震基準 - - × 

18 相模が丘プール【工作物】 - 昭和 57 37 - - - ○ 

19 入谷プール【建物】 S 昭和 58 36 新耐震基準 - - × 

20 入谷プール【工作物】 - 昭和 58 36 - - - × 

表 3-3 健康・スポーツ施設 
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No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

21 旭プール【建物】 S 昭和 60 34 新耐震基準 - - × 

22 旭プール【工作物】 - 昭和 60 34 - - - × 

23 中原プール【建物】 S 昭和 62 32 新耐震基準 - - × 

24 中原プール【工作物】 - 昭和 62 32 - - - × 

25 座間市民球場【建物】 RC 昭和 53 41 旧耐震基準 × × × 

26 座間市民球場【工作物】 - 昭和 55 39 - - - × 

27 新田宿グラウンド【建物】 S 平成 10 21 新耐震基準 - - × 

28 新田宿グラウンド【工作物】 - 昭和 55 39 - - - × 

29 相模川グラウンド・相模川多目的広場 - 昭和 60 34 - - - × 

30 ひまわり公園テニスコート【建物】 W 昭和 60 34 新耐震基準 - - × 

31 ひまわり公園テニスコート【工作物】 - 昭和 54 40 - - - × 

32 ニュースポーツ広場 - 平成 16 15 - - - × 

33 
栗原遊水地スポーツ広場・ 
テニスコート【建物】 

S 平成 9 22 新耐震基準 - - × 

34 
栗原遊水地スポーツ広場・ 
テニスコート【工作物】 

- 平成 9 22 - - - × 

35 座架依橋壁打ちテニスコート - 平成 17 14 - - - × 

36 栗原中学校夜間照明 - 平成元 30 - - - × 

37 東中学校夜間照明 - 平成 2 29 - - - × 

38 相模中学校夜間照明 - 平成 4 27 - - - × 

 

❹ 学校教育施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 座間小学校 RC 昭和 39 55 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

2 栗原小学校 RC 昭和 37 57 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

3 相模野小学校 RC 昭和 37 57 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

4 相武台東小学校 RC 昭和 45 49 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

5 ひばりが丘小学校 RC 昭和 46 48 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

6 東原小学校 RC 昭和 47 47 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

7 相模が丘小学校 RC 昭和 50 44 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

8 立野台小学校 RC 昭和 51 43 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

9 入谷小学校 RC 昭和 52 42 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

10 旭小学校 RC 昭和 54 40 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

11 中原小学校 RC 昭和 58 36 新耐震基準 - - ○ 

表 3-4 学校教育施設 
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No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

12 座間中学校 RC 昭和 40 54 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

13 西中学校 RC 昭和 41 53 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

14 東中学校 RC 昭和 46 48 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

15 栗原中学校 RC 昭和 51 43 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

16 相模中学校 RC 昭和 53 41 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

17 南中学校 RC 昭和 60 34 新耐震基準 - - ○ 

 

❺ 福祉施設 

① 保育園 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 栗原保育園 RC 昭和 52 42 旧耐震基準 ○ - × 

2 相模が丘東保育園 S 昭和 59 35 新耐震基準 - - × 

3 ちぐさ保育園 S 昭和 41 53 旧耐震基準 × × × 

4 緑ケ丘保育園 S 昭和 43 51 旧耐震基準 × × × 

5 東原保育園 S 昭和 44 50 旧耐震基準 × × × 

6 相武台保育園 RC 平成 6 25 新耐震基準 - - × 

7 ひばりが丘保育園 S 昭和 48 46 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

8 小松原保育園 RC 昭和 51 43 旧耐震基準 ○ - × 

9 相模が丘西保育園 RC 昭和 53 41 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

 

② 児童館 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 座間児童館 S 平成 23 8 新耐震基準 - - × 

2 鳩川児童館 RC 昭和 50 44 旧耐震基準 ○ - ○ 

3 ひばりが丘南児童館 RC 昭和 56 38 新耐震基準 - - ○ 

4 相模野児童館 RC 昭和 58 36 新耐震基準 - - × 

 
③ ⽼⼈憩いの家 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 相模が丘老人憩いの家 W 昭和 54 40 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

表 3-5 福祉施設（保育園） 

表 3-6 福祉施設（児童館） 

表 3-7 福祉施設（老人憩いの家） 
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No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

2 ひばりが丘老人憩いの家 W 昭和 54 40 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

3 立野台老人憩いの家 W 昭和 55 39 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

4 相武台老人憩いの家 W 昭和 56 38 新耐震基準 - - × 

5 栗原老人憩いの家 W 昭和 57 37 新耐震基準 - - × 

6 座間老人憩いの家 W 昭和 57 37 新耐震基準 - - × 

7 入谷老人憩いの家 W 昭和 62 32 新耐震基準 - - × 

 
④ 総合福祉センター・その他福祉施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 総合福祉センター RC 平成 12 19 新耐震基準 - - × 

2 生きがいセンター RC 昭和 63 31 新耐震基準 - - × 

3 もくせい園 RC 昭和 54 40 旧耐震基準 ○ - × 

4 通園センター RC 昭和 53 41 旧耐震基準 ○ - × 

 
⑤ ⼦育て⽀援センター 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 第１子育て支援センター RC 昭和 53 41 旧耐震基準 ○ - × 

2 第２子育て支援センター RC 平成 30 1 新耐震基準 - - × 

3 第３子育て支援センター RC 昭和 45 49 旧耐震基準 ○ ○ ○ 

 

❻ コミュニティ施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 立野台コミュニティセンター RC 平成 2 29 新耐震基準 - - ○ 

2 新田宿・四ツ谷コミュニティセンター RC 平成 2 29 新耐震基準 - - ○ 

3 小松原コミュニティセンター RC 平成 4 27 新耐震基準 - - ○ 

4 東原コミュニティセンター RC 平成 5 26 新耐震基準 - - ○ 

5 相模が丘コミュニティセンター RC 平成 8 23 新耐震基準 - - × 

6 相武台コミュニティセンター RC 平成 9 22 新耐震基準 - - × 

7 ひばりが丘コミュニティセンター RC 平成 15 16 新耐震基準 - - × 

8 栗原コミュニティセンター RC 平成 21 10 新耐震基準 - - × 

9 ひばりが丘集会所 W 昭和 57 37 新耐震基準 - - × 

表 3-8 福祉施設（総合福祉センター・その他福祉施設） 

表 3-9 福祉施設（子育て支援センター） 

表 3-10 コミュニティ施設 
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No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

10 市民交流プラザ RC 平成 30 1 新耐震基準 - - × 

 

❼ 市営住宅 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 四ツ谷住宅 RC 昭和 58 36 新耐震基準 - - ○ 

2 上宿住宅 RC 昭和 50 44 旧耐震基準 × × ○ 

3 西原住宅 RC 昭和 54 40 旧耐震基準 × × ○ 

4 北相武住宅 RC 昭和 56 38 新耐震基準 - - ○ 

5 立野台住宅 RC 昭和 59 35 新耐震基準 - - ○ 

6 東相武住宅 RC 昭和 63 31 新耐震基準 - - ○ 

7 栗原住宅 RC 平成元 30 新耐震基準 - - ○ 

 

❽ リサイクルプラザ・清掃関連施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 クリーンセンター S 昭和 55 39 旧耐震基準 × × × 

2 リサイクルプラザ S 平成 15 16 新耐震基準 - - × 

3 資源リサイクルセンター S 平成 4 27 新耐震基準 - - × 

4 第２資源リサイクルセンター S 平成 13 18 新耐震基準 - - × 

 

❾ その他施設 
 

No. 施設名称 構造 建築年度
建築経過

年数 

耐震性 大規模
改修 基準 診断 補強 

1 さがみ野自転車駐車場 - 平成 4 27 - - - ○ 

2 放置自転車保管所 - 平成 26 5 - - - × 

 

３.公共施設の点検、診断について 
施設の計画的な保全に当たり、本計画の中間見直しまでに施設の点検、診断マニュアルを

作成し、点検、診断を定期的に行います。点検、診断により得た結果は、予防保全型の維持管

理を行うための基礎情報として、維持管理、修繕、更新等の履歴とともに集積、蓄積し、本計

画の中間見直し、老朽化対策及び更新時期の決定に活用します。 

 

表 3-11 市営住宅 

表 3-12 リサイクルプラザ・清掃関連施設 

表 3-13 その他施設 
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 第2節 ｜対策の優先順位の考え⽅ 
本市の公共施設の再整備、長寿命化対策を検討する上では、個別施設の状況のほか、対策

を実施する際に考慮すべき事項が複数想定されます。当該事項の全てを考慮した対策の検討

は現実的ではないことから、国が定めるインフラ長寿命化基本計画の規定に従い当該事項の

中で検討の優先順位を付けることとします。 

１.基幹施設の⻑期的な維持 
施設規模、機能性において代替となる施設がない市庁舎（ふれあい会館を含む）、消防庁舎、

市民文化会館、図書館、市民健康センター、市民体育館及び総合福祉センターの基幹施設は、

優先的に長寿命化を図るとともに、施設の有効活用を推進します。 

２.建築年数 
建築年数が耐用年数を超過している公共施設を優先的に対応します。 

構造 必要な対策 耐用年数 

SRC・RC 
建替 60 年 

大規模修繕 30 年 

S・W・CB 
建替 40 年 

大規模修繕 実施せず 

（資料：座間市公共施設白書） 

３.耐震性 
耐震性が低い公共施設 

４.⼤規模改修の有無 
大規模改修の履歴がない公共施設 

５.⽴地状況 
市有地に立地していない公共施設 

建て替え時に市有地に移転等をすることで、賃借地の解消とともに未利用となっている市

有地の利活用が図られます。 

６.市⺠アンケート調査、市⺠意⾒交換会及び市⺠説明会の実施結果 
市民アンケート調査、市民意見交換会及び市民説明会の実施により把握した市民の公共施

設に関する考え方、市民ニーズに可能な限り即した対応をします。 

※ 市民アンケート調査は、基本方針を策定するに当たり、市民の公共施設に関する考え方を

把握することを目的に実施しました。平成２８年９月下旬から１０月中旬に無作為抽出の

市民３,０００人を対象に実施し、１,１６３人から回答を得ました。 

※ 市民意見交換会及び市民説明会は、市民の認識、指向を把握して本計画の策定に活用する

ことを目的に実施しました。市民意見交換会は、令和元年５月上旬から８月下旬に実施し、

実施回数は１６回、参加人数は２５３人でした。市民説明会は、令和元年１０月に実施し、

実施回数は１１回、参加人数は２４２人でした。 
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再整備⽅針と対策 
第4章 

 第1節 ｜再整備⽅針の基本的な考え⽅ 
再整備方針の検討に当たっては、市民サービスの視点を第一に考えることが重要であるこ

とから、各公共施設を機能と建物の２点に分けて考えることとします。 

１.機能の⽅向性 
 

現在提供している市民サービスを存続させるか否かの方向性を示すものとなります。具体

的には、以下のパターンで機能の方向性を検討します。 
 

❶ 継続 
現在行っている機能を継続すること。 

❷ 複合化 
異なる機能の施設を同一の施設に納めること。 

❸ 移転 
機能を別の施設へ移すこと。 

❹ ⺠間活⽤ 
運営、施設設置の民営化や民間活力の導入を検討すること。 

 
２.建物の⽅向性 

 
統合や複合化等による施設の延床面積の削減を図ることとなりますが、個々の建物の方向

性は以下のパターンで検討します。 
 

❶ 存続 
現在ある施設の使用を続けること。 

❷ 建替 
建物を新たに建て替えること。 

❸ 移転 
施設を別の場所に移すこと。 

❹ ⽤途変更 
施設の使用をこれまでの機能と別の用途に変えること。※用途廃止を含む。 

❺ ⽅針検討 
計画期間中に状況の変化があった場合には、臨機応変に対応すること。 
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第2節 ｜再整備⽅針と実施時期 

１.本節の⾒⽅ 

❶ 計画期間 

前期は令和２年度から５年度まで、中期は令和６年度から８年度まで、後期は令和９年度

から１１年度までを表します。「○」は建替、「△」は大規模改修等、「□」は移転の実施時期

を表します。 

❷ 計画期間の対策内容 

ア 建替 
建物を新たに建て替えること。 

イ ⼤規模改修等 
経年劣化した建物の原状回復を行いながら、機能や性能の向上を図る改修工事のことです。

将来的に求められる機能や性能を付加することにより、長寿命化、ユニバーサルデザイン化

等の実現を目指します。 

例）外壁塗装工事、屋上防水工事、内装工事、空調整備工事、機械設備工事（給排水設備の更新

等）、電気設備工事（受変電設備の更新等）、耐震改修工事、防災機能の強化・事故防止・

防犯対策工事、ユニバーサルデザイン化工事（案内板の多言語化・音声案内、ベンチ、

手すり、スロープ、多機能トイレ、誘導ブロック、自動ドアの設置等） 等 

ウ 移転 
施設を別の場所に移すこと。 

 

２.再整備⽅針と実施時期 

➊ 市庁舎・防災・消防施設 

平成３０年に旧消防庁舎を改装した総合防災備蓄倉庫、築年数が２０年余の市庁舎、ふれ

あい会館は、適切な維持管理により長期間の使用を目指します。老朽化の著しい分庁舎は、

機能移転完了後に用途変更を検討します。 

消防庁舎、北分署、東分署は、適切な維持管理により長期間の使用を目指します。また、消防

団の器具置場、待機室については、耐震化を進めながら、施設の共同利用等の検討を促します。 

 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 市庁舎 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りな
がら、各階の稼働状況を確認し、最適化を
進めます。 

△ △ △

2 ふれあい会館 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。  △ △

3 分庁舎 移転 用途変更
計画期間中に機能移転を段階的に行い、
施設は用途変更を検討します。 

   

表 4-1 市庁舎・防災・消防施設 
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No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

4 総合防災備蓄倉庫 継続 存続 
将来的には、老朽化の状況を踏まえ、施設
更新、移転を含めた方針を検討します。 

   

5 消防庁舎 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

6 東分署 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △ △  

7 北分署 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △ △  

8 
第１分団第１部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

9 
第１分団第２部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

10 
第１分団第３部器具
置場兼待機室 

移転 移転 
計画期間中に現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

□   

11 
第２分団第１部待機
室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

12 
第２分団第２部器具
置場兼待機室 

移転 移転 
計画期間中に代替用地へ移転し、「第２分
団施設」、「水防倉庫施設」を集約します。 

□   

13 
第２分団第３部器具
置場兼待機室 

移転 移転 
計画期間中に代替用地を確保し移転を検
討します。 

  □

14 
第３分団第１部器具
置場兼待機室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

15 
第３分団第２部器具
置場兼待機室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

16 
第３分団第３部器具
置場兼待機室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

17 
第３分団第４部器具
置場兼待機室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

18 
第３分団第５部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

19 
第４分団第１部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

20 
第４分団第２部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

21 
第４分団第３部器具
置場兼待機室 

継続 建替 計画期間中の建て替え等を検討します。 ○   

22 
第５分団第１部器具
置場兼待機室 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

23 
第５分団第２部器具
置場兼待機室 

継続 存続 
将来的には、現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

   

24 
立野台地区女性消
防隊施設 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

 
❷ ⽣涯学習施設 

北地区文化センター、東地区文化センター、市民文化会館及び図書館は、適切な維持管理

により、長期間の使用を目指します。座間市公民館は、建て替え及び現所在地周辺の市有地

への移転を検討します。青少年センターは、総合福祉センターに機能を移転し、施設は用途

変更を検討します。
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表 4-3 健康・スポーツ施設 

 
 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 座間市公民館 継続 建替 
計画期間中に建て替え及び現所在地周辺
の市有地への移転を検討します。 

 ○  

2 北地区文化センター 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。  △  

3 東地区文化センター 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

4 
青少年センター 
（多目的ホール含む） 

移転 用途変更
計画期間中に「総合福祉センター」へ機能
移転し、施設は用途変更を検討します。 

   

5 市民文化会館 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。  △  

6 図書館 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

 

❸ 健康・スポーツ施設 

市民健康センター、市民体育館は、適切な維持管理により、長期間の使用を目指します。

屋外プールは、施設の老朽化、施設需要の変化に合わせ用途変更を検討します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 市民健康センター 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

2 市民体育館 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △ △ △

3 立野台プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

 △  

4 座間公園プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

△   

5 広野プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

△   

6 東原プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

 △  

7 ひばりが丘プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

△   

8 相武台プール 継続 方針検討
計画期間中に施設の老朽化、施設需要等に
鑑み、方針決定し、用途変更を検討します。 

   

9 栗原プール 継続 方針検討
計画期間中に施設の老朽化、施設需要等に
鑑み、方針決定し、用途変更を検討します。 

   

10 相模が丘プール 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、施設需要に合わせた方針
検討を継続的に進めます。 

△   

11 入谷プール 継続 方針検討
計画期間中に施設の老朽化、施設需要等に
鑑み、方針決定し、用途変更を検討します。 

   

12 旭プール 継続 方針検討
計画期間中に施設の老朽化、施設需要等に
鑑み、方針決定し、用途変更を検討します。 

   

表 4-2 生涯学習施設 
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表 4-4 学校教育施設 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

13 中原プール 継続 方針検討
計画期間中に施設の老朽化、施設需要等に
鑑み、方針決定し、用途変更を検討します。 

   

14 座間市民球場 継続 存続 
将来的には、再整備計画の進捗により発生
する代替地への移転も含めて検討します。 

   

15 新田宿グラウンド 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

16 
相模川グラウンド・ 
相模川多目的広場 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

17 
ひまわり公園テニス
コート 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

18 ニュースポーツ広場 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

19 
栗原遊水地スポーツ
広場・テニスコート 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

20 
座架依橋壁打ちテニ
スコート 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

21 栗原中学校夜間照明 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

22 東中学校夜間照明 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

23 相模中学校夜間照明 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

 

❹ 学校教育施設 

本計画の計画期間内では、適切な維持管理を行いながら、現存する小学校１１校、中学校

６校の１７校体制を維持します。 

今後の学校教育施設の在り方は、児童・生徒数を踏まえた施設規模への見直しや、施設の

長寿命化、将来的に求められる機能等について議論を進めます。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 座間小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

2 栗原小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

3 相模野小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

4 相武台東小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

5 ひばりが丘小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

6 東原小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

7 相模が丘小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

8 立野台小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

  △
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表 4-5 福祉施設（保育園） 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

9 入谷小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

10 旭小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

11 中原小学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

12 座間中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

13 西中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

14 東中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

△   

15 栗原中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

16 相模中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

17 南中学校 継続 存続 
今後の学校の在り方を検討しながら、適切
に維持管理をしていきます。 

   

 

❺ 福祉施設 

① 保育園 
乳幼児数、待機児童数と私立保育園、幼稚園等の充足状況に鑑みた「座間市子ども・子育て

支援事業計画」、「座間市保育園整備計画」と整合を図りながら、継続的に方針を検討します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 栗原保育園 移転 移転 
計画期間中に現所在地周辺の市有地への
移転を検討します。 

  □

2 相模が丘東保育園 継続 方針検討
計画期間中に施設需要に鑑みながら「相模
が丘西保育園」への統合を検討します。 

   

3 ちぐさ保育園 民間活用 移転 
計画期間中に民営化による現所在地周辺
の市有地への移転及び園舎建て替えを検
討します。 

□   

4 緑ケ丘保育園 民間活用 移転 
計画期間中に民営化による現所在地周辺
の市有地への移転及び園舎建て替えを検
討します。 

□   

5 東原保育園 民間活用 
建替 

（民間） 
計画期間中に民営化による園舎建て替えを
検討します。 

  ○

6 相武台保育園 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。  △  

7 ひばりが丘保育園 民間活用 
建替 

（民間） 
計画期間中に民営化による園舎建て替えを
検討します。 

  ○

8 小松原保育園 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

9 相模が丘西保育園 継続 方針検討
計画期間中に施設需要に鑑みながら、「相
模が丘東保育園」との統合を検討します。 
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表 4-6 福祉施設（児童館） 

表 4-7 福祉施設（老人憩いの家） 

表 4-8 福祉施設（総合福祉センター・その他福祉施設） 

② 児童館 
子供たちの居場所づくりとして児童館機能を代替する施設の整備が進み、児童ホームが学

校等に機能移転した際には、用途変更を検討します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 座間児童館 継続 存続 
将来的には、周辺施設への機能移転を検討
します。 

   

2 鳩川児童館 継続 存続 
将来的には、周辺施設への機能移転を検討
します。 

   

3 ひばりが丘南児童館 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、周辺施設への機能移転を
検討します。 

△   

4 相模野児童館 継続 存続 
適切な維持管理により長寿命化を図りなが
ら、将来的には、周辺施設への機能移転を
検討します。 

△   

 
③ ⽼⼈憩いの家 

代替施設等の設置、確保が進むまでの間、適切に維持管理します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 
相模が丘老人憩い
の家 

継続 方針検討
周辺施設への機能移転の実現又は大きな
損壊の発生が無い限り当面は維持します。 

   

2 
ひばりが丘老人憩い
の家 

継続 方針検討
周辺施設への機能移転の実現又は大きな
損壊の発生が無い限り当面は維持します。 

   

3 
立野台老人憩いの
家 

継続 方針検討
周辺施設への機能移転の実現又は大きな
損壊の発生が無い限り当面は維持します。 

   

4 
相武台老人憩いの
家 

継続 方針検討
周辺施設への機能移転の実現又は大きな
損壊の発生が無い限り当面は維持します。 

   

5 栗原老人憩いの家 継続 方針検討
周辺施設への機能移転の実現又は大きな
損壊の発生が無い限り当面は維持します。 

   

6 座間老人憩いの家 移転 移転 
計画期間中に現所在地周辺の市有地への
機能移転を検討します。 

 □  

7 入谷老人憩いの家 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

 
④ 総合福祉センター・その他福祉施設 

総合福祉センターは大規模改修と合わせて、青少年センターとの複合化を進めます。生き

がいセンターは、リサイクルプラザへ機能移転を行い、施設は用途変更を検討します。もく

せい園は、施設の更新及び運営方法を多角的に検討します。通園センターは、機能を移転さ

せた後、施設は用途変更を検討します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 総合福祉センター 複合化 存続 
計画期間中に「青少年センター」機能、福
祉部の一部業務の移転を受け複合化を検
討します。 

△ △  

2 生きがいセンター 移転 用途変更
計画期間中に「リサイクルプラザ」へ機能を
移転し、施設は用途変更を検討します。 
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表 4-9 福祉施設（子育て支援センター） 

表 4-10 コミュニティ施設 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

3 もくせい園 継続 方針検討
計画期間中に施設の更新及び運営方法を
多角的に検討をします。 

   

4 通園センター 移転 用途変更
計画期間中に機能移転させた後、用途変更
を検討します。 

   

  
⑤ ⼦育て⽀援センター 
 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 
第１子育て支援セン
ター 

移転 移転 
計画期間中に代替施設等を確保し移転を
検討します。 

  □

2 
第２子育て支援セン
ター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

3 
第３子育て支援セン
ター 

継続 存続 
将来的に、「ホシノタニ団地」の動向により
方針を検討します。 

   

 

❻ コミュニティ施設 

コミュニティセンターは、建築経過年数が浅いため、適切な維持管理により長期間の使用

を目指します。ひばりが丘集会所は、可能な限り使用し、将来的な方針は継続して地域自治

会等と協議を進めます。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 
立野台コミュニティ
センター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

2 
新田宿・四ツ谷コミ
ュニティセンター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

3 
小松原コミュニティ
センター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

4 
東原コミュニティセン
ター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

5 
相模が丘コミュニティ
センター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

6 
相武台コミュニティ
センター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

7 
ひばりが丘コミュニ
ティセンター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

8 
栗原コミュニティセン
ター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。   △

9 ひばりが丘集会所 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

10 市民交流プラザ 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    
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表 4-11 市営住宅 

表 4-12 リサイクルプラザ・清掃関連施設 

表 4-13 その他施設 

 

❼ 市営住宅 

「座間市市営住宅管理計画」と整合させながら、老朽化が著しいものは用途変更を検討し、

住宅需要に対する代替策を検討します。また、長期間の使用に耐え得る施設については、適

切な維持管理により長寿命化を図ります。 

 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 四ツ谷住宅 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

2 上宿住宅 民間活用 用途変更
計画期間中に代替策により施設需要に対応
し、施設は用途変更を検討します。 

   

3 西原住宅 民間活用 用途変更
計画期間中に代替策により施設需要に対応
し、施設は用途変更を検討します。 

   

4 北相武住宅 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

5 立野台住宅 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

6 東相武住宅 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △ △  

7 栗原住宅 継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。 △   

 
❽ リサイクルプラザ・清掃関連施設 

クリーンセンターは、建て替え及び現所在地周辺の市有地への移転を検討します。生きが

いセンターの機能は、リサイクルプラザへの移転を検討します。老朽化の著しい資源リサイ

クルセンターは、代替用地への施設整備、移転を検討します。 

 
No. 施 設 名 称 

R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 
（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 クリーンセンター 移転 建替 
計画期間中に建て替え及び現所在地周辺
の市有地への移転を検討します。 

○   

2 リサイクルプラザ 複合化 存続 
計画期間中に「生きがいセンター」の機能
移転を受け複合化を検討します。 

   

3 
資源リサイクルセン
ター 

移転 移転 
計画期間中に代替用地を確保し、移転を検
討します。 

 □  

4 
第２資源リサイクル
センター 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

 

❾ その他施設 
 

No. 施 設 名 称 
R2～11 年度整備方針 整備目標・整備手法 

（「計画期間外」である R12 年度以降も含む。） 

計画期間 

機能 施設 前期 中期 後期

1 
さがみ野自転車駐
車場 

継続 存続 適切な維持管理により長寿命化を図ります。    

2 放置自転車保管所 移転 移転 
計画期間中に代替用地を確保し、移転を検
討します。 

□   

 

第3節 ｜対策費⽤ 
計画期間内に要する対策費用は、概算で約１３０億円です。 
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今後の対応⽅針 
第5章 

図 5-1 計画の中間見直しに関する考え方 

図 5-2 PDCA サイクル 

１.計画の進捗管理の⽅法 
 
本計画では、個別施設ごとに対策の具体的な取組予定を示すとともに、各年度における対策

の進捗状況を比較し、取組予定を更新することによって、計画の適切な進捗管理を行います。 

計画策定時点において、計画期間内に具体的な対策内容や対策時期を検討中の施設につい

ては、施設の総合評価に基づく再整備方針の具体化を行う中で、順次、対策内容及び対策時

期を設定していきます。 

 
２.計画の中間⾒直しに関する考え⽅ 

 
原則は５年ごとに進捗管理結果を取りまとめ、計画の更新を実施します。 

総合管理計画及び基本方針の検証や見直しとの整合を図るため、本計画についても個別施

設ごとの対策の進捗状況を踏まえつつ、取組予定を再検討する等の見直しを適宜行います。 
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1.公共施設配置マップ
参考資料 
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全体マップ 
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１．北部地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 施設名称 施設住所 No. 施設名称 施設住所 

① 北分署 相模が丘 4 丁目 ⑫ 相模が丘東保育園 相模が丘 5 丁目 

② 
第４分団第２部器具置場兼
待機室 

相模が丘 2 丁目 ⑬ 小松原保育園 小松原 1 丁目 

③ 
第４分団第３部器具置場兼
待機室 

小松原 1 丁目 ⑭ 相模が丘西保育園 相模が丘 2 丁目 

④ 北地区文化センター 相模が丘 5 丁目 ⑮ 相模野児童館 広野台 1 丁目 

⑤ 広野プール 広野台 1 丁目 ⑯ 相模が丘老人憩いの家 相模が丘 2 丁目 

⑥ 相模が丘プール 相模が丘 2 丁目 ⑰ 生きがいセンター 小松原 1 丁目 

⑦ 座間市民球場 相模が丘 6 丁目 ⑱ 第２子育て支援センター 相模が丘 1 丁目 

⑧ 相模中学校夜間照明 相模が丘 6 丁目 ⑲ 小松原コミュニティセンター 小松原 1 丁目 

⑨ 相模野小学校 広野台 1 丁目 ⑳ 相模が丘コミュニティセンター 相模が丘 3 丁目 

⑩ 相模が丘小学校 相模が丘 3 丁目 ㉑ 市民交流プラザ 相模が丘 1 丁目 

⑪ 相模中学校 相模が丘 6 丁目 ㉒ 資源リサイクルセンター 小松原 1 丁目 
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2．中部東地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 施設名称 施設住所 No. 施設名称 施設住所 

① 市庁舎 緑ケ丘 1 丁目 ⑩ 座間中学校 緑ケ丘 4 丁目 

② ふれあい会館 緑ケ丘 1 丁目 ⑪ 緑ケ丘保育園 緑ケ丘 6 丁目 

③ 
第４分団第１部器具置場兼
待機室 

相武台 1 丁目 ⑫ 相武台保育園 相武台 3 丁目 

④ 市民文化会館 緑ケ丘 1 丁目 ⑬ 相武台老人憩いの家 相武台 4 丁目 

⑤ 市民健康センター 緑ケ丘 1 丁目 ⑭ 総合福祉センター 緑ケ丘 1 丁目 

⑥ 市民体育館 相武台 1 丁目 ⑮ 相武台コミュニティセンター 相武台 3 丁目 

⑦ 相武台プール 相武台 4 丁目 ⑯ 北相武住宅 相武台 2 丁目 

⑧ 
栗原遊水地スポーツ広場・
テニスコート 

栗原 ⑰ 東相武住宅 相武台 3 丁目 

⑨ 相武台東小学校 栗原 
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３．中部⻄地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 施設名称 施設住所 No. 施設名称 施設住所 

① 分庁舎 入谷西 2 丁目 ⑫ 入谷プール 入谷西 5 丁目 

② 消防庁舎 相武台 1 丁目 ⑬ ひまわり公園テニスコート 入谷東 1 丁目 

③ 総合防災備蓄倉庫 緑ケ丘 6 丁目 ⑭ 立野台小学校 立野台 1 丁目 

④ 
第１分団第１部器具置場兼
待機室 

入谷西 3 丁目 ⑮ 入谷小学校 入谷西 5 丁目 

⑤ 
第１分団第２部器具置場兼
待機室 

入谷西 3 丁目 ⑯ 座間児童館 入谷東 4 丁目 

⑥ 
第１分団第３部器具置場兼
待機室 

入谷西 2 丁目 ⑰ 立野台老人憩いの家 立野台 3 丁目 

⑦ 立野台地区女性消防隊施設 立野台 3 丁目 ⑱ 入谷老人憩いの家 入谷東 3 丁目 

⑧ 座間市公民館 入谷西 2 丁目 ⑲ 第３子育て支援センター 入谷東 3 丁目 

⑨ 青少年センター 立野台 1 丁目 ⑳ 立野台住宅 立野台 1 丁目 

⑩ 図書館 入谷東 1 丁目 ㉑ 立野台コミュニティセンター 立野台 3 丁目 

⑪ 立野台プール 立野台 1 丁目 ㉒ クリーンセンター 入谷西 2 丁目 
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４．東部地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 施設名称 施設住所 No. 施設名称 施設住所 
① 東分署 東原 2 丁目 ㉑ 栗原中学校 栗原中央 6 丁目 

② 
第３分団第１部器具置場兼
待機室 

栗原中央 1 丁目 ㉒ 南中学校 南栗原 3 丁目 

③ 
第３分団第２部器具置場兼
待機室 

栗原中央 5 丁目 ㉓ 栗原保育園 栗原中央 6 丁目 

④ 
第３分団第３部器具置場兼
待機室 

南栗原 5 丁目 ㉔ 東原保育園 東原 4 丁目 

⑤ 
第３分団第４部器具置場兼
待機室 

さがみ野 1 丁目 ㉕ ひばりが丘保育園 ひばりが丘 2 丁目 

⑥ 
第３分団第５部器具置場兼
待機室 

ひばりが丘 5 丁目 ㉖ ひばりが丘南児童館 ひばりが丘 3 丁目 

⑦ 東地区文化センター 東原 3 丁目 ㉗ ひばりが丘老人憩いの家 ひばりが丘 1 丁目 

⑧ 東原プール 東原 3 丁目 ㉘ 栗原老人憩いの家 栗原中央 5 丁目 

⑨ ひばりが丘プール ひばりが丘 4 丁目 ㉙ もくせい園 栗原中央 6 丁目 

⑩ 栗原プール 栗原中央 6 丁目 ㉚ 通園センター 東原 2 丁目 

⑪ 旭プール ひばりが丘 5 丁目 ㉛ 第１子育て支援センター 東原2丁目 

⑫ 中原プール 西栗原 2 丁目 ㉜ 東原コミュニティセンター 東原 4 丁目 

⑬ 栗原中学校夜間照明 栗原中央 6 丁目 ㉝
ひばりが丘コミュニティセン
ター 

ひばりが丘 1 丁目 

⑭ 東中学校夜間照明 ひばりが丘 5 丁目 ㉞ 栗原コミュニティセンター 栗原中央 3 丁目 

⑮ 栗原小学校 栗原中央 6 丁目 ㉟ 西原住宅 栗原中央 4 丁目 

⑯ ひばりが丘小学校 ひばりが丘 4 丁目 ㊱ 栗原住宅 南栗原 4 丁目 

⑰ 東原小学校 東原 2 丁目 ㊲ ひばりが丘集会所 ひばりが丘 3 丁目 

⑱ 旭小学校 ひばりが丘 5 丁目 ㊳ リサイクルプラザ 東原 2 丁目 

⑲ 中原小学校 西栗原 2 丁目 ㊴ さがみ野自転車駐車場 東原 5 丁目 

⑳ 東中学校 ひばりが丘 5 丁目 
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５．⻄部地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 施設名称 施設住所 No. 施設名称 施設住所 

① 第２分団第１部待機室 座間 1 丁目 ⑫ 座間小学校 座間 2 丁目 

② 
第２分団第２部器具置場兼
待機室 

座間 1 丁目 ⑬ 西中学校 座間 2 丁目 

③ 
第２分団第３部器具置場兼
待機室 

座間 2 丁目 ⑭ ちぐさ保育園 四ツ谷 

④ 
第５分団第１部器具置場兼
待機室 

新田宿 ⑮ 鳩川児童館 座間 1 丁目 

⑤ 
第５分団第２部器具置場兼
待機室 

四ツ谷 ⑯ 座間老人憩いの家 座間 2 丁目 

⑥ 座間公園プール 座間 1 丁目 ⑰
新田宿・四ツ谷コミュニティ
センター 

四ツ谷 

⑦ 新田宿グラウンド 新田宿 ⑱ 四ツ谷住宅 四ツ谷 

⑧ 相模川グラウンド 座間入谷 ⑲ 上宿住宅 座間 1 丁目 

⑨ 相模川多目的広場 座間 ⑳ 第２資源リサイクルセンター 新田宿 

⑩ ニュースポーツ広場 四ツ谷 ㉑ 放置自転車保管所 座間 2 丁目 

⑪ 座架依橋壁打ちテニスコート 座間 
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2.座間市公共施設再整備計画基本⽅針
参考資料 
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座間市公共施設再整備計画基本⽅針 
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第１章 基本⽅針の背景と⽬的 
１ 背景と⽬的 

座間市（以下「本市」という。）では、昭和 40 年代から市の発展にあわせて、⼩中学校

をはじめ様々な公共施設の整備を⾏ってきました。現在、これらの施設は整備から数⼗年

が経過しており、建て替えや⼤規模修繕の時期を迎えます。建て替え等にあたっては多額

の費⽤が必要となることや、今後の⼈⼝減少や少⼦⾼齢化等による社会情勢の変化に伴う

住⺠ニーズへの対応等が喫緊の課題と考えられています。本市では、平成 25 年 3 ⽉に

「座間市公共施設⽩書」を作成し、公共施設の資産価値や運営状況、フルコスト等の現状

と課題を明らかにするとともに、今後 20 年にわたり公共施設を更新・維持していくため

に必要な経費⾒込みを算出しました。その後、座間市公共施設⽩書に基づき、平成 27 年

3 ⽉に「座間市公共施設利活⽤指針（以下「利活⽤指針」という。）」を策定し、公共施設

の最適な配置や効率的な管理運営等に向けて基本的な⽅向性を定めました。 

⼀⽅、国では、平成 25 年 11 ⽉に「インフラ⻑寿命化基本計画」を策定し、効率的か

つ効果的に公共施設の維持管理を着実に実施することを地⽅公共団体に求めました。そし

て、平成 26 年 4 ⽉にすべての地⽅公共団体に対して「公共施設等総合管理計画」の策定

要請を⾏いました。本要請では、地⽅公共団体の厳しい財政状況を踏まえ、更新・統廃合・

⻑寿命化などを計画的に⾏うことにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施

設等の最適な配置を実現することを⽬的としています。 

本市では、国の指針等が発出される以前から、⽼朽化対策に取り組んできましたが、市

が保有する公共施設に加えて都市基盤系施設（道路、橋りょう、上下⽔道など）を含めて

各施設の基本的な考え⽅や⽅向性を定め、平成 28 年 3 ⽉に「ざましアセットマネジメン

ト基本⽅針（以下「総合管理計画」という。）」を策定しました。 

今回策定した「座間市公共施設再整備計画基本⽅針（以下「基本⽅針」という。）」は、

総合管理計画における、公共施設の再整備に向けての取組内容を具体化し、各類型別の施

設の⽅向性等を⽰しています。今後、基本⽅針を踏まえ、本市における公共施設のあり⽅

について検討し、公共施設の最適な配置に向けた座間市公共施設再整備計画を策定する予

定です。 
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２ 基本⽅針の位置づけ 
基本⽅針は、公共施設の再整備における⽅向性、推進体制等の具体化を図った計画であ

り、最上位計画である「座間市総合計画」やその他関連計画との整合性を図ります。 
図 1-1 基本方針の位置づけ 
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第四次座間市総合計画

[公共施設関連]

座間市市営住宅管理計画

座間市保育園整備計画

[インフラ関連]

座間市橋りょう長寿命化計画

座間市水道事業経営プラン

座間市下水道中期ビジョン 等

第四次座間市総合計画
実施計画書・戦略プロジェクト

座間市まち・ひと・しごと創生総合戦略
座間市人口ビジョン

座間市都市マスタープラン

上位計画

公共施設マネジメント その他関連計画

座間市公共施設再整備計画基本方針

座間市公共施設白書
座間市公共施設

利活用指針
ざましアセットマネ
ジメント基本方針

座間市公共施設再整備計画
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３ ⽅針期間 
基本⽅針は、総合管理計画との整合性を図る必要があることから、総合管理計画の計画

期間にあわせ基本⽅針の計画期間は 19 年とします。また、必要に応じて基本⽅針の⾒直

しを⾏っていきます。 
図 1-2 方針期間 
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平成
24

年度

平成
25

年度

平成
26

年度

平成
27

年度

平成
28

年度

平成
29

年度

平成
30

年度

平成
31

年度

平成
32

年度
平成33年度以降

座間市公共施設白書

ざましアセットマネジメント基本方針
（座間市公共施設等総合管理計画）

座間市公共施設再整備計画
基本方針

座間市公共施設再整備計画

座間市総合計画

座間市都市マスタープラン

座間市まち・ひと・しごと創生
総合戦略

第4次総合計画（平成23年度～32年度）
第5次総合計画

（平成33年度～42年度）

策定

策定

計画期間（平成28年度～47年度）

計画期間（平成29年度～47年度）

策定予定
計画期間

（平成32年度～）

策定

座間市都市マスタープラン（平成13年度～32年度）
次期都市マスタープラン

（平成33年度～）

次期総合戦略
（平成32年度～）

座間市まち・ひと・しごと創生総合戦略
（平成27年～31年度）
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４ 対象とする公共施設 
対象とする施設は、本市が所有している⾏政系施設、学校教育施設などすべての公共施

設を対象とします。（インフラ系施設及び公営企業に属する施設を除く） 
表 1-1 市が保有する公共施設一覧 

区 分 対象施設 所管部門 

１．行政 

施設 

市庁舎 市庁舎、ふれあい会館 財産管理課 

消防施設 消防本部、消防署、消防東分署、消防北分署 消防総務課 

２．生涯 

学習 

施設 

公民館 

地区文化センター 

青少年センター 

公民館 

北地区文化センター、東地区文化センター 

青少年センター 

生涯学習課 

生涯学習課 

青少年課 

市民文化会館、 

図書館 

ハーモニーホール座間（市民文化会館） 

図書館 

生涯学習課 

図書館 

３．健康・

スポーツ 

施設 

市民健康センター 

市民体育館 

市民健康センター 

スカイアリーナ座間（市民体育館） 

健康づくり課 

スポーツ課 

プール プール（管理棟等１２施設） スポーツ課 

その他スポーツ

関連施設 

市民球場、新田宿グラウンド、ひまわり公園テニスコート、 

多目的グラウンド（相模川グラウンドなど） 
スポーツ課 

４．学校 

教育 

施設 

小学校 

座間小学校、栗原小学校、相模野小学校、相武台東小学校、 

ひばりが丘小学校、東原小学校、相模が丘小学校、 

立野台小学校、入谷小学校、旭小学校、中原小学校 

教育総務課 

中学校 
座間中学校、西中学校、東中学校、栗原中学校、 

相模中学校、南中学校 
教育総務課 

５．福祉 

施設 

保育園 

栗原保育園、相模が丘東保育園、ちぐさ保育園、緑ケ丘保育園、 

東原保育園、相武台保育園、ひばりが丘保育園、 

小松原保育園、相模が丘西保育園 

保育課 

児童館 座間児童館、鳩川児童館、ひばりが丘南児童館、相模野児童館 子ども育成課 

老人憩いの家 

総合福祉センター 

相模が丘老人憩いの家、ひばりが丘老人憩いの家、立野台老人憩

いの家、相武台老人憩いの家、栗原老人憩いの家、座間老人憩い

の家、入谷老人憩いの家、サニープレイス座間（総合福祉センター） 

福祉長寿課 

その他福祉 

施設 

もくせい園、通園センター 

生きがいセンター 

障がい福祉課 

福祉長寿課 

６．コミュニティセンター、 

集会所 

立野台コミュニティセンター、新田宿・四ツ谷コミュニティセンター、 

小松原コミュニティセンター、東原コミュニティセンター、 

相模が丘コミュニティセンター、相武台コミュニティセンター、 

ひばりが丘コミュニティセンター、栗原コミュニティセンター 

市民協働課 

ひばりが丘集会所 市民協働課 

７．市営住宅 
四ツ谷住宅、東原住宅、上宿住宅、西原住宅、北相武住宅、 

立野台住宅、東相武住宅、栗原住宅 
建築住宅課 

８．リサイクルプラザ、 

清掃関連施設 

リサイクルプラザ、資源リサイクルセンター、 

第２資源リサイクルセンター、クリーンセンター 
資源対策課 

９．その他施設 

分庁舎 

さがみ野自転車駐輪場 

公園管理棟 

財産管理課 

市民協働課 

公園緑政課 



 

38 
 

第２章 公共施設の現状及び課題 
１ 公共施設の保有状況と課題 

本市の公共施設は、平成 26 年度末決算で総数 85、総床⾯積は約 25 万 500 ㎡となっ

ています。分野別にみると、学校教育施設が約 12 万 7,100 ㎡で最も多く、学校教育施設

の床⾯積が全体の約 50％を占めています。 

公共施設は、市の⼈⼝急増期であった昭和 40 年代から 50 年代、市の核づくり計画に

よる⼤規模施設が建設された平成 3 年度から 7 年度の期間において整備⾯積の割合が⾼

くなっています。この時期に整備された公共施設は、新しいものでも 20 年、古いもので

は 50 年が経過しており、今後、建て替えや⼤規模修繕の時期が集中することから、多額

の財源を確保する必要が⾒込まれています。 
 

図 2-1 建築年度別施設床面積 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料︓固定資産台帳（平成 26 年度）） 

このため、今後増加する公共施設の⽼朽化に対して適切な対策を実施して、安全な公共

施設の維持に努める⼀⽅、建て替えや⼤規模修繕の時期をできる限り分散し、計画的な維

持管理と財政負担の平準化を⾏っていくことが求められています。 
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2 ⼈⼝推移と将来⾒通し 
本市の⼈⼝は、昭和 30 年代後半の⾼度経済成⻑期から急激に増加し、これまで増加し

続けてきましたが、平成 22 年の約 13 万⼈をピークに減少傾向に転じ、平成 52 年には

約 11 万⼈まで減少すると⾒込まれています。 
図 2-2 本市の人口推移と将来見通し

 
（資料︓座間市⼈⼝ビジョン） 

年齢層別⼈⼝では、年少⼈⼝（0〜14 歳）、⽣産年齢⼈⼝（15〜64 歳）が減少する⼀

⽅、⽼年⼈⼝（65 歳以上）は増加すると考えられており、今後は少⼦⾼齢化がますます

進⾏していくものと⾒込まれます。 

このように、本市では、今後⼈⼝減少や少⼦⾼齢化が急速に進⾏すると予想されており、

公共施設に対する利⽤や需要、市⺠ニーズが変化することが⾒込まれます。そのため、最

適な公共サービスと施設のあり⽅を検討していく必要があります。 
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3 財政状況と課題 
本市の今後の財政⾒通しをみると、歳⼊⾯については⽣産年齢⼈⼝の減少に伴う個⼈市

⺠税の歳⼊減少が予想される⼀⽅で、歳出⾯では⾼齢化に伴う扶助費等の増額により、義

務的経費全体は増えていくものと思われます。 

このことから、本市の財政状況は、徐々に厳しくなっていくものと予想されており、公

共施設の建て替えや維持管理に⽀出できる財源には限界があると考えられます。 

総合管理計画において、今後 20 年間で現在市が所有している公共施設の建て替えや⼤

規模修繕に要する費⽤の合計は、約 389 億 5,400 万円（⼤規模修繕・建替費⽤約 364 億

3,300 万、未実施分 25 億 2,100 万）と算出されました。 

これに対し、本市の過去 3 年間の普通建設事業費（都市基盤系施設除く）の平均⽀出額

が約 13 億 6,100 万円であることから、現在の⽀出額と必要な投資的費⽤の差が約 6 億

円あり、現在の⽀出規模では、現有の公共施設を３割程度縮減しなければ今後の維持が困

難であることを下図は⽰しています。 
図 2-3 投資的経費と施設縮減率 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料︓ざましアセットマネジメント基本⽅針） 

このように、本市では限りある財源の中で、計画的な公共施設の維持管理に取り組む必

要があります。また、市⺠ニーズに適切に対応するために、公共施設の最適化に向けた取

組みを検討することが求められています。そのため、中⻑期的な経費や充当可能財源の⾒

込み額など今後の財政推計について、さらに検討を進めていきます。
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４ 市⺠アンケート調査結果 
本市では基本⽅針を策定するにあたり、市⺠の公共施設に関する考え⽅を把握すること

を⽬的として、市⺠アンケート調査を実施しました。 

(１) 調査概要 
調査地域 座間市全域 

調査対象者 18 歳以上の男⼥ 

抽出⽅法 住⺠基本台帳からの無作為抽出 

調査⽅法 郵送法（郵送配布－郵送回収） 

調査期間 平成 28 年 9 ⽉ 27 ⽇〜平成 28 年 10 ⽉ 11 ⽇ 

標本数 3,000 名 

回答数 1,163 名 

有効回答率 38.8% 
 

(２) 調査結果 
【設問①】現在の市の公共施設全般について、どのようにお感じですか。下記（ア）〜

（キ）それぞれについて、あなたの考え⽅に最も近いものを１〜５の中から１つ選び、

番号を○で囲んでください。 

「⼀部の市⺠に偏っている」「利⽤料⾦はおおむね適正である」「施設のサービス⽔準は⼗

分である」に対してそう思う、どちらかといえばそう思うとの回答が多く得られています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

必要以上に立派な

施設が多いと感じる

周辺の他市に比較

して充実している

老朽化が目につく施

設が多い

利用料金はおおむ

ね適正である

利用者が一部の市

民に偏っている

施設の配置や位置

は適切である

施設のサービス水

準は十分である

１．そう思う ２．どちらかといえばそう思う
３．どちらかといえばそう思わない ４．そう思わない
５．施設を利用していないのでわからない 無回答・無効

（回答数：1,163）
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【設問②】将来、少⼦⾼齢化や⼈⼝減少の影響などによって、すべての公共施設を維持

することが難しくなると想定されますが、今後の公共施設の考え⽅について、下記１〜

４のうち、あなたの考え⽅に最も近いものを１つ選び、番号を○で囲んでください。 

約 60％が「公共施設の数を減らして、施設に掛かる費⽤を減らす」と回答しています。 

 
 
【設問③】公共施設の整備や維持管理の⼿法について、下記（ア）〜（ク）それぞれに

ついて、あなたの考え⽅に最も近いものを１〜５の中から１つずつ選び、番号を○で囲

んでください。 

｢施設規模の縮⼩・廃⽌｣、「⺠間活⼒の導⼊｣、｢施設サービスの⾒直し｣に対して、そう

思う、どちらかといえばそう思うとの回答が多くなっています。

700 95 34 303 31

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

回答数

（人）

将来の人口構成や財政状況を考え、他の市民サービスを提供し続けられるよう、公共施設の数を

減らして、施設に掛かる費用を減らす

施設利用料の引き上げなど利用者への負担を増加するとともに、他の市民サービスを減少するな

どして、すべての公共施設を維持する

公共施設はまだまだ不足しており、もっと税金を掛けて、公共施設の数を増やす

わからない

無回答・無効

（回答数：1,163）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

協働による施設運営

民間活力の導入

施設使用料の見直し

施設の広域化利用等

施設の規模縮小・廃止

施設総量の削減と複合化

施設サービスの集約化

施設サービスの見直し

１．実施すべき ２．どちらかといえば実施すべき

３．どちらかといえば実施すべきでない ４．実施すべきでない

５．わからない 無回答・無効

（回答数：1,163）
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【設問④】市が将来にわたり優先的に維持すべきと考える施設を下記１〜１５の施設の

中から３つ選び、番号を○で囲んでください。 

ハーモニーホール座間、図書館、保育園の 3 施設で全体の約 50％程度を占めています。 

 

【設問⑤】もし、公共施設を減らしていかなければならないこととなった場合、どのよ

うな施設を廃⽌や統合すべきと思いますか。下記１〜１1 のうち、あなたの考えに近い

ものを３つ選び、番号を○で囲んでください。 

利⽤者が少ない施設が 788 名で⼀番多く、次に重複している施設が 520 名、空きスペ

ースの多い施設が 364 名となっています。
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250 241
204 198
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300

400

500

600

700
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900
（複数回答）※下記の１１項目の中から３つ選択

（人）
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【設問⑥】今後、市の公共施設は、どのようにしていくべきだと思いますか。下記（ア）

〜（タ）それぞれの意⾒について、１〜４の中から１つずつ選び、番号を○で囲んでく

ださい。 

今後の公共施設のあり⽅について、すべての項⽬で約 6 割以上の回答者がそう思う、ま

たはどちらかといえばそう思うと回答しています。 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（タ）リサイクルプラザ

【他の施設との統合】

（ソ）市営住宅

【民間活力・民間ストックの積極的な導入】

（セ）コミュニティセンター、ひばりが丘集会所

【他の施設との統合】

（ス）生きがいセンター、もくせい園、通園センター

【他の施設との廃合】

（シ）サニープレイス座間

【施設使用料等の見直し】

（サ）老人憩いの家

【市民や地域団体等に管理運営などを委託】

（コ）児童館

【他の施設との統合】

（ケ）保育園

【4園民営化、5園直営維持】

（ク）小学校・中学校③

【建替えの際には施設面積を縮減】

（キ）小学校・中学校②

【他施設の機能統合】

（カ）小学校・中学校①

【小中一貫校の設置や学校統廃合】

（オ）プール

【廃止や統廃合など見直しを行う】

（エ）市民健康センター、スカイアリーナ座間

【他施設の機能を統合】

（ウ）図書館

【民間活力の導入によるサービス見直し】

（イ）公民館、北・東地区文化センター、青少年センター

【民間活力の導入による効率的な管理運営】

（ア）市庁舎、ハーモニーホール座間

【他施設の機能を統合】

１．そう思う ２．どちらかといえばそう思う ３．どちらかといえばそう思わない ４．そう思わない 無回答・無効

（回答数：1,163）

（ア）市庁舎、ハーモニーホール座間
【他施設の機能を統合】

（イ）公民館、北・東地区文化センター、青少年センター
【民間活力の導入による効率的な管理運営】

（ウ）図書館
【民間活力の導入によるサービス見直し】

（エ）市民健康センター、スカイアリーナ座間
【他施設の機能を統合】

（オ）プール
【廃止や統廃合など見直しを行う】

（カ）小学校・中学校①
【小中一貫校の設置や学校統廃合】

（キ）小学校・中学校②
【他施設の機能統合】

（ク）小学校・中学校③
【建替えの際には施設面積を縮減】

（ケ）保育園
【4園民営化、5園直営維持】

（コ）児童館
【他の施設との統合】

（サ）老人憩いの家
【市民や地域団体等に管理運営などを委託】

（シ）サニープレイス座間
【施設使用料等の見直し】

（ス）生きがいセンター、もくせい園、通園センター
【他の施設との廃合】

（セ）コミュニティセンター、ひばりが丘集会所

【他の施設との統合】

（ソ）市営住宅
【民間活力・民間ストックの積極的な導入】

（タ）リサイクルプラザ
【他の施設との統合】
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第３章 再整備計画基本⽅針 
１ 基本⽅針 

総合管理計画では、次の３つの⽅針を今後の基本的な考え⽅として定めています。基本

⽅針では、これらの考え⽅を踏まえ、再整備計画で可能な限り具体化を図ります。 

 

＜方針１＞施設サービスを仕分けして効率化を図ります 

(１) 施設サービスの仕分け 

市が提供している施設サービスについて、その必要性を見極め、存続・統合・民営

化・廃止等の位置づけを明確にします。 

(２) 施設機能等の検証と施設サービスの集約化 

施設サービスの仕分けと同時に、サービスを実施している施設自体の機能や老朽

化の状況等を合わせて検証し、施設サービスの集約化を図ります。 

(３) 施設の将来方向の決定 

施設サービスの仕分け結果を踏まえて、現有施設の将来方向を定め、存続すべき

施設を限定します。 

 
＜方針２＞施設総数を縮減し、施設にかかる経費を減らします 

(１) 施設総数の縮減 

存続施設以外の施設については、統廃合等を推進し、現有施設の総数を縮減しま

す。統廃合等により不用になった施設については、売却、貸出等を含め、新たな活用

方法を多角的に検討します。また、危険性が認められる等の場合には、早期に取り壊

しを行うなど、適切な対応を図っていきます。 

(２) 施設の長寿命化と更新 

将来にわたり存続すべき施設については、不具合の発生等に対する早期の対応な

ど、計画的な保全に努め、施設、設備の長寿命化及び耐震化を図ります。また、大規

模修繕や建て替えに際しては、施設の適正な規模、機能、配置等や他施設との複合

化、多機能化を合わせて検討します。 
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(３) 施設の移設、廃止 

民有地に建設されている公共施設は、建て替え時に合わせて移設または他の施設

への統合等により原則として廃止します。 

(４) 施設の広域的利用等 

時代の変化と共に求められる施設サービスを提供する方策として、県や周辺自治

体と連携した施設の広域的利用、共同整備等を検討します。 

 
＜方針３＞運営コストの削減とサービス提供主体の多様化を推進します 

(１) 受益者負担の適正化 

利用者からの負担金の徴収が可能な施設については、その水準が全て適正である

かどうか改めて検討を行います。その際には、利用者が負担可能であるかどうかの

視点をはじめ、運営コストとの対比や他都市類似施設との比較等、さまざまな観点

からの検討を行います。 

(２) 民間活力の導入 

指定管理者制度やＰＦＩをはじめとした民間企業等のもつ多様な知識、ノウハウ

の活用等、より効率的な管理運営に資する方策を積極的に取り入れます。 

また、施設の所有権を民間に委譲することについても、費用抑制につながるので

あれば、中長期的な視点から選択肢の一つとします。 

(３) 協働による施設運営 

地域に密着した施設については、可能な範囲で市民や地域団体等との協働による

サービス提供、管理運営を行います。 
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２ 再整備計画策定にあたっての考え⽅ 
今後、住⺠ニーズに対応した⾏政サービスを提供しつつ、施設総量の縮減を同時に達成

するため、公共施設の最適な配置を推進する必要があります。そのため、限られた財源の

中で、利便性やサービスの向上を図り、管理運営の効率化を図る観点から、本市が保有す

る公共施設について、今後の建て替えや⼤規模修繕等の再整備にあたっての⽅向性を検討

していきます。 

また、再整備計画策定作業では、現在本市が提供している「施設サービスの仕分け」を

進め、「施設の将来⽅向の決定」を⾏ってまいります。「受益者負担の適正化」や「協働に

よる施設運営」の⼿法についてもあわせて検討を進め、運営コストの削減とサービス提供

主体の多様化を推進していきます。 
図 3-1 基本方針との関連性 
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公共施設の最適な配置にあたり、基本⽅針を踏まえ、次の視点から今後の再整備計画を

策定します。 

(１) 施設機能の集約化と複合化 
利⽤状況の低い施設や、市内で類似機能がある施設については、施設の利⽤状況の改善

や効率的な管理、施設⾯積の縮減が期待できることから、⾏政サービスの専⾨性を向上さ

せるため、近隣の同種・類似する機能を拠点施設に“集約化”することを推進します。 

また、１か所で複数のサービスが利⽤できる施設は、市⺠の利便性向上や世代間交流の

促進、施設運営の効率化が期待できることから、余剰スペース等の活⽤により、複数の機

能を１つの施設でサービス提供していく“複合化“を推進します。 

再整備計画の策定にあたっては、市⺠サービスや施設利⽤、施設の⽼朽化の観点から、

利⽤者⽬線で相乗効果が期待できる施設の集約化や複合化の機能の組み合わせについて

検討を進め、施設の最適な配置を推進します。 
図 3-2 施設の集約化及び複合化 

 

 

 

 

 

 

複数の機能を
1施設に複合化

集約化

○○施設

機能の集約化 施設の複合化

A機能 A機能

複合化

○○施設 〇〇施設

A機能 B機能A・B機能

同種・類似の機能
を1施設に集約化
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(２) ⺠間活⼒の導⼊ 
⺠間活⼒を導⼊するために、サービスと施設を切り分けて考え、サービスを⺠間が提供

することができないか、施設の所有を⺠間が⾏うことはできないか、それぞれ検討してい

きます。⺠間により類似サービス提供がされていたり、⺠間がサービス提供に参画するこ

とができたりする事業については、各フェーズに応じた最適な⼿法を検討し、積極的に⺠

間活⼒の導⼊を図り、サービス向上に努めます。 

管理運営段階 指定管理、包括的⺠間委託、コンセッション、⺠営化等 

施設整備段階 ＰＦＩ、公設⺠営（ＤＢＯ）⽅式等 

跡地・施設活⽤ 事業⽤定期借地、公有地信託、貸付、コンバーション（⽤途転換）等

本市が所有を⾏う必要がない施設については、⺠間からの賃貸や、⺠間資⾦を活⽤した

施設整備などへの切り替えを推進します。 
 

図 3-3 民間活力の導入手法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※各⼿法の⽤語については、59 項の⽤語集を参照ください。） 
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(３) 公有資産の有効活⽤ 
 公共施設の最適配置を進めるうえで、集約化・複合化等により不⽤になった施設や跡

地については、貸出や売却を⾏っていくことになります。施設の最適配置を進める上では、

本市が提供する⾏政サービスの観点のみで考えるのではなく、出⼝戦略としての貸出・売

却の道筋も考慮の上、集約化・複合化等の施設を決定します。有効活⽤の可能性が⾼い施

設については、他の施設への移転、集約化・複合化を図り、市が保有している⼟地につい

ては、公共施設の建替え候補地・貸出・売却といった活⽤策を検討し、座間市全体での⼟

地利⽤の最適化を図ります。 
図 3-4 公有資産の有効活用 

 

 
 

(４) 公共施設への交通アクセスの再検討 
今後、⼈⼝減少と⾼齢化の進⾏により公共施設へのアクセスなどに課題が⽣じることか

ら、施設の再配置にあたっては、利⽤者のサービス圏域を考慮のうえ、アクセス⼿段につ

いてもあわせて検討します。 
図 3-5 交通アクセスの再検討 

 
 

有効活用の可能性が高いことから
他施設への移転、集約化・複合化を検討

地価が高い

〇〇施設 〇〇施設

〇〇施設

最適配置の検討エリア

〇〇施設 〇〇施設

〇〇施設

利用者のアクセス性も考慮して
移転・集約化・複合先を検討
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(５) 新規施設整備の抑制 
時代の変遷に応じて、新たな⾏政サービスのニーズが⽣まれてくることがあります。そ

のような場合には、既存施設の⽤途転換や複合化等による既存ストックの有効活⽤を第⼀

に考えることとし、新規施設の整備は原則として⾏いません。ただし、既存ストックでの

対応が難しく、やむを得ずに新規施設の建設が必要な場合においては、⺠間活⼒の導⼊等

により本市の財政負担を最⼩限に抑えるとともに、新規施設の延床⾯積を上回る延床⾯積

を他施設の削減等により実施することで、持続可能な財政運営を⾏います。 
図 3-6 新規施設整備の抑制 

 
 

(６) ⻑寿命化の推進 
再整備計画の策定にあたっては、各施設の必要性を検証し、メリハリをつけた積極的な

⻑寿命化を推進します。具体的には、今後も本市が継続的に提供するべき⾏政サービスを

⾏うために不可⽋な施設について、⻑寿命化を積極的に推進し、ライフサイクルコストの

最⼩化に努めます。⻑期的な観点で、本市が維持する必要性の低い施設については、⻑寿

命化等の⼤規模改修⼯事を抑制し、⻑寿命化推進が不可⽋な施設の財源とします。 
図 3-7 長寿命化の検討 

 
 

有効活用

廃止施設等

既存ストックの活用 新規整備の延床面積を削減

用途
転換

既存ストックを用途
転換し有効活用

新規整備

既存施設

機能
移転等

やむを得ず新規整備の
場合は他施設を削減

長期的観点から
施設を維持する
必要があるか？

長寿命化の工事は実施しない

長寿命化の
可能性はあるか？

長寿命化を実施する

長寿命化の工事は実施しない

NO

NO

YES

YES
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(７) 類型や所管部署をこえた横断的な再整備の検討 
再整備計画を策定するにあたっては、施設の類型や現在の所管部署にとらわれることな

く、利⽤者⽬線・市⺠⽬線で、類型横断・部署横断により、あるべき公共施設の在り⽅と

最適配置を検討します。 

 〜横断的な検討（例）〜 
本市では、今後、⼈⼝減少や少⼦⾼齢化といった社会環境の変化に伴い市⺠と⾏政が協

働して地域コミュニティの活性化を図る必要があります。 

そのため、公⺠館、地区⽂化センター、コミュニティセンター・集会所、児童館、⽼⼈

憩いの家等の公共施設については、類型・部署を横断し、利⽤者⽬線・市⺠⽬線で全庁的

な検討を⾏い、最適配置を進めます。また、⼩学校や中学校など学校施設は、地域コミュ

ニティのよりどころとなっていることから、コミュニティ系施設と学校施設との連携や複

合化等による施設の配置についても検討していきます。 
図 3-8 横断的な検討（例）

 

 

 

公民館、地区文化センター

児童館

老人憩いの家

コミュニティセンター・集会所

機能の集約化現在のコミュニティ施設の位置づけ 今後の方向性（案）

公民館、地区文化センター

コミュニティセンター

児童館 老人憩いの家

全市的
施設

地域
施設

コミュニティセンター
・集会所

学校等

生涯学習課

子ども
育成課

福祉
長寿課

市民
協働課
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３ 再整備計画⼿法（各類型の⽅向性） 

(１) ⾏政系施設 
① 市庁舎 

市庁舎は市⺠サービスの拠点であることから、計画的な維持管理と⻑寿命化に努め、ラ

イフサイクルコストの最⼩化を図ります。 

また、ふれあい会館を含め必要な施設量を検討し、余剰スペースが発⽣する場合には、

他施設の機能移転や⺠間活⼒の導⼊を検討するなど施設の有効活⽤を図ります。 

② 消防施設 

消防本部（消防署庁舎）は、来年度に現在整備中の新施設への移転を予定しています。

今後も⾏政サービスとして必要不可⽋な機能であるため、移転後も計画的な維持管理と⻑

寿命化に努め、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。 

現消防庁舎跡地は、多⽤途での活⽤が想定されることから、市⺠にとって最善の活⽤を

図ります。また、分署（東分署、北分署）は⻑寿命化に努め、ライフサイクルコストの最

⼩化を図ります。また、中⻑期的観点から、現分署周辺の建替え候補地にも留意し、他施

設の最適配置を進めます。 

 

(２) ⽣涯学習施設 
① 公⺠館、地区⽂化センター、⻘少年センター 

公⺠館、地区⽂化センターは、⽼⼈憩いの家、児童館及びコミュニティセンターと類型・

部署を横断的に機能の再編を進め、市⺠にとって最適な配置と複合化を図り、全体として

の総量を縮減します。 

⻘少年センターは、修繕などの⽼朽化対策を実施して計画的な維持管理に努め、他の施

設への機能移転を含めた検討を進めます。 

② 市⺠⽂化会館、図書館 

市⺠⽂化会館及び図書館は、市⺠サービスの拠点となっていることから、計画的な維持

管理と⻑寿命化に努め、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。また、図書館は、引

き続き直営で運営を⾏います。その上で、敷地や施設の更なる有効活⽤を図るため、⺠間

活⼒の導⼊も含めた検討を⾏います。 
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(３) 健康・スポーツ施設 
① 市⺠健康センター、市⺠体育館 

市⺠健康センターは地域保健活動の拠点としての機能や、休⽇・夜間診療の拠点として

の機能など多様な機能を有しているが、建築当時との時代背景・周辺環境の変化を踏まえ

て、将来を⾒据えてあり⽅を検討します。また、必要な機能への絞り込みと、他施設への

機能移転とスペースの有効活⽤を図ります。 

市⺠体育館はスポーツの拠点となっていることから、計画的な維持管理と⻑寿命化に努

め、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。 

② プール 

プールは学校教育活動での利⽤を考慮した上で、学校施設の再整備と併せて検討を進め、

利⽤状況及び⽼朽化状況を考慮のうえ、施設の統廃合を検討します。また、今後は学校併

設化や他市施設・⺠間施設の使⽤についても含めて、あり⽅を検討します。 

③ その他スポーツ関連施設 

修繕などの⽼朽化対策を実施します。また、今後、市⺠の需要、利⽤状況、管理運営コ

ストなどを考慮のうえ、施設のあり⽅について⾒直しを⾏います。 

 

(４) 学校教育施設 
① ⼩学校､中学校 

今後の⽣徒・児童数を考慮のうえ、余裕教室などが⽣じる場合は、教育活動に⽀障のな

い範囲で児童ホーム等の機能を移転して、活⽤します。⻑期的には、本市の⽣徒・児童数

は減少する⾒込みであることから、学区の⾒直しや学校の統廃合を進めます。また、⾒直

しにあたっては、⼩中⼀貫校の設置も選択肢として検討を進めていきます。これらの検討

の結果、⻑期使⽤を⾒込む学校については、⻑寿命化に努め、ライフサイクルコストの最

⼩化を図ります。 

建て替えにあたっては、将来の⽣徒・児童数を考慮のうえ、施設⾯積の縮減を図るとと

もに、他施設との複合化が可能な学校については複合化を図ります。 
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(５) 福祉施設 
① 保育園 

今後も保育ニーズが⾼まっていくことが⾒込まれることから、市⺠アンケートの結果も

踏まえ、市⺠が利⽤しやすい保育サービスの実現に向けて、公⺠連携して保育園のサービ

ス向上と最適な配置を進めます。 

特に、⺠間保育園も多数運営されている本市においては、積極的に⺠間保育園の増加に

向けた取り組みを実施します。具体的には、座間市保育園整備計画のもと、⽼朽化した施

設の建て替えを主に⺠営化４園、直営維持５園とする施設の再整備を進めます。また、⺠

有地の施設については、代替地への移転を進めます。 

② 児童館 

児童館は、公⺠館、地区⽂化センター、⽼⼈憩いの家及びコミュニティセンターと横断

的に機能の再編を進め、最適な配置と複合化を図ります。 

児童ホームの機能については、原則として学校に機能を移転し複合化します。 

③ ⽼⼈憩いの家、総合福祉センター 

⽼⼈憩いの家は、公⺠館、地区⽂化センター、児童館及びコミュニティセンターと横断

的に機能の再編を進め、最適な配置と複合化を図ります。また、最適な配置の検討にあた

り、⽼⼈憩いの家は、施設の⽼朽化が進⾏しているため、他施設への移転を基本とします。 

市有地でない敷地にある施設については、原則廃⽌して他施設へ機能を移転し、借地の

返還を進めます。 

総合福祉センターは、福祉の拠点であることから、計画的な維持管理により、⻑寿命化

に努め、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。また、今後、施設状況を考慮のうえ、

他の福祉施設の機能移転を図ります。 

④ ⽣きがいセンター、通園センター、もくせい園 

⽣きがいセンターは、他の施設への機能移転を検討します。 

通園センター及びもくせい園は、他の施設への機能移転及び統廃合を検討します。 
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(６) コミュニティセンター・集会所 
① コミュニティセンター 

コミュニティセンターは、公⺠館、地区⽂化センター、児童館及び⽼⼈憩いの家と横断

的に機能の再編を進め、最適な配置と複合化を図ります。 

② 集会所 

⽼朽化が進⾏しており、敷地が⺠有地のため他施設への機能移転または地域への譲渡を

進めます。 

 

(７) 市営住宅 
現在整備されている施設については、計画的な維持管理を⾏い、⻑期にわたり活⽤を図

ります。また、⽼朽化した施設は、⺠間ストックを活⽤して施設の統廃合を⾏い、総量の

縮減を⾏います。 

すでに整備計画が策定されている市営住宅については、⺠間活⼒の導⼊による本市の財

政負担の軽減を検討していきます。 

 

(８) リサイクル・清掃関連施設 
リサイクルプラザ、クリーンセンター、資源リサイクルセンター、第２資源リサイクル

センターについては、計画的な維持管理により、ライフサイクルコストの最⼩化を図りま

す。また、中⻑期的には各施設の統廃合や広域化の可能性についても検討します。 

 

(９) その他施設 
分庁舎は、他の施設への移転を検討し、移転後は原則廃⽌とします。さがみの⾃転⾞駐

⾞場は、利⽤率が⾼く、多くの市⺠が利⽤している施設であることから、計画的な維持管

理により、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。公園管理棟等についても当⾯は現

在の状況を維持し、計画的な維持管理により、ライフサイクルコストの最⼩化を図ります。 
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第４章 今後の取組み 
１ 座間市公共施設再整備計画策定に向けた取組み 

(１) 今後の取組み及び進め⽅ 
本市では基本⽅針を具体化し、今後の個別施設の⽅向性を定める座間市公共施設再整備

計画について、平成 29 年度から平成 31 年度の 3 ヵ年で策定する予定です。 

平成 29 年度は、各施設を所管する所管部⾨において、今後の⽅向性を検討のうえ再整

備計画（原案）の作成作業を⾏うこととしています。再整備計画の検討の際は、基本⽅針

策定時に実施した市⺠アンケートを基礎資料として活⽤するとともに、市⺠との情報共有

を図りながら進めるものとします。公共施設の再整備にあたっては、最⼩の負担で最⼤の

効果が得られるよう、検討を⾏う必要があることから、国・県からの財政措置（補助⾦等）

を受けて整備された施設においても、今後の維持管理費との⽐較をし、判断を⾏ってまい

ります。 
図 4-1 今後の取り組み及び進め方 

 

 

(２) 上位・関連計画への反映 
公共施設の再整備計画は、本市のまちづくりや政策と関連性が⼤きいことから、再整備

計画の検討結果については、平成 33 年度から予定している次期総合計画及び次期都市マ

スタープランの策定に反映します。 

 

平成29年度 平成30年度 平成31年度

座間市
公共施設
再整備計画
（スケジュー

ル案）

座間市全体

各所管部門による作成作業

再整備計画の原案作成 再整備計画の作成 市民説明会の実施等

方向性
検討

庁内試
案作成

ヒアリング
試案
修正
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(３) 庁内体制 
今後の再整備計画の策定にあたっては、庁内に座間市公共施設再整備計画策定委員会及

び座間市公共施設再整備計画策定部会を設置して、全庁的かつ横断的な検討を⾏います。

また、計画の進捗管理、各施設所管課との調整などを担う事務局（市政戦略課）を設置し、

全庁的な観点から取組みを推進します。 

これまでの公共施設の現状や課題を踏まえ、単独の所管部⾨だけでは解決できない課題

解決や施設のあり⽅を横断的に検討するために、座間市公共施設再整備計画策定部会の中

にワーキンググループを設置して、施設単位での詳細な検討及び調整を⾏います。ワーキ

ンググループでは、まず、市が提供しているサービスについて今後のあり⽅を検討し、そ

のうえで、施設の再整備について検討を進めます。ワーキンググループには、施設を所管

していない部署も参画し、市⺠サービスに着⽬して横断的な検討を⾏うとともに、座間市

公共施設再整備計画の進捗にあわせて、ワーキンググループの新設及び改編を⾏っていき

ます。 

また、市が保有する⼟地の活⽤についてもワーキンググループを設置し、全庁的な検討

を⾏います。 
 

２ 基本⽅針推進に向けた庁内体制 
公共施設マネジメントを推進するためには、公共施設の情報を⼀元管理し、全庁的に取

り組む必要があります。また、施設の耐⽤年数が⻑いことから、⻑期的な視点にたって⾏

う必要があります。このため、全体を⼀元管理する部署を設置し、情報の⼀元化、⺠間活

⼒に向けたプラットフォームの構築などを推進します。 
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⺠間活⼒導⼊（P49）に関する⽤語集 

委託 
地⽅公共団体の業務を⺠間事業者などの第三者に有償等により
委ねること

市場化テスト 
これまで官が独占してきた公共サービスについて、官と⺠間が
対等な⽴場で競争⼊札に参加し、価格・質の両⾯で最も優れた
者が、そのサービスの提供を担っていくこととする制度のこと

包括的⺠間委託 

あらかじめ定められた仕様に基づく｢仕様発注⽅式｣を改め、⺠
間事業者に対して⼀定の性能確保を条件として、複数年契約を
原則にある程度の裁量を任せる｢性能発注⽅式｣による包括的な
委託⽅式のこと

指定管理 
地⽅⾃治法第 244 条の２に基づき、地⽅公共団体が指定する法
⼈その他の団体（指定管理者）に公の施設の管理を⾏わせるこ
とができる制度のこと

貸付 
地⽅公共団体が有する公有財産をその⽤途または⽬的を妨げな
い限度において有償または無償にて第三者等に貸し付けること

⺠営化 
これまで地⽅公共団体が実施してきた事業を⺠間経営に移管す
ること

コンバーション 
（⽤途転換） 

現在の使⽤している施設⽤途を変更して、新しい⽤途で施設を
活⽤する⼿法のこと

譲渡 
地⽅公共団体が所有している施設を有償または無償により地域
等に譲り渡す制度のこと

コンセッション 
公共施設等の所有権を移転せず、公共施設等運営権を⺠間事業
者に⻑期間にわたって付与する⽅式のこと 

公設⺠営（ＤＢＯ）⽅式 
地⽅公共団体が資⾦調達を負担し、設計・建設、運営を⼀括して
⺠間事業者に委託する⼿法のこと

ＰＦＩ 
PFI 法に基づき、公共施設等の建設、維持管理、運営等に、⺠間
の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤することで、効率化や
サービスの向上を図る公共事業の⼿法のこと 

公有地信託 
地⽅公共団体が所有する⼟地を⾦融機関などに信託しその収益
を地⽅公共団体に納める⼿法のこと

建物譲渡特約付借地 
定期借地権の⼀つで、借地権の存続期間を 30 年以上に設定し、
契約期間終了後に借地⼈の建物を買い取る⼿法のこと 
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事業⽤定期借地 
事業⽤建物所有に限る⽬的で、10 年以上 50 年未満の存続期間
において契約し、借地⼈は建物を壊して⼟地を返還する⼿法の
こと 

普通借地 
最低 30 年の存続期間をもとに更新のある借地権のことで、借
地⼈が希望すれば契約は更新される⼿法のこと 

⼀時使⽤⽬的借地 
建物所有を⽬的に、⼀時使⽤のために借地権を設定する⼿法の
こと 
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